課税済軽油の流通経路等届出書 （　　　年　月分）
　                                                　　　　　　　　　　      　　　　年　　月    日
 山梨県総合県税事務所長   殿
                                                                  住所又は所在地
                         　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称                          印
   地方税法第144条の5第2号の規定による課税を免除される軽油の流通経路等について、次のとおり届け出ます。
１　課税済軽油の数量
	 引取年月日　
	 引取数量（リットル）
	出荷場所　　　　
	納入地　　　　
	

	　年　月　日
	
	
	
	

	　年　月　日
	
	
	
	

	　年　月　日


	
	
	
	

	　年　月　日
	
	
	
	


２  商流の流通経路
	 　１
	 所在
	
	４
	 所在
	

	 元.製.輸
	 名称
	
	 元.特.販
	 名称
	


                　　　  ↓                              　　　　　　　　        ↓
	 　２
	 所在
	
	５
	 所在
	

	 元.特.販
	 名称
	
	 元.特.販
	 名称
	


           　　　       ↓                             　　　　　　　　         ↓
	３
	 所在
	
	６
	納入地
	

	 元.特.販
	 名称
	
	元.特.販.需
	
	


３　物流の流通経路（上記２の番号を矢印線で繋いで下さい。）
	１
	２
	３
	４
	５
	６（納入地）

	
	
	
	
	
	


（　）から（　）への輸送について　　　　　（　）から（　）への輸送について

	輸送車両を手配した者

	


	輸送車両を手配した者

	


４　上記軽油に対して特別徴収を行った者
	    　　 住所（所在地）
	氏名（名称）
	電話番号

	
	
	


５　上記特別徴収義務者が軽油引取税を納税した県税事務所及び申告年月
	　　　　　都道

府県
	       　税事務所
	　　　　年　　月


１　記入上の注意
（１）この届出書は、軽油引取税納入申告書（地方税法施行規則第16号の10様式）中「法第144条の5第2号の規定によって課税免除される軽油の数量（エ）」欄に数量の記載がある場合に作成し、当該申告書に添付して総合県税事務所長に提出してください。
（２）同月中に複数の流通経路による軽油の引取りがあった場合は、それぞれの経路ごとに届出書を作成してください。ただし、商流・物流が同じで納入地が複数ある場合には、１の「課税済軽油の数量」の納入地に記載してください。
（３）１の「課税済軽油の数量」中、「出荷場所」欄には、届出者が引き取った軽油の出荷地等を記載してください。

（４）１の「課税済軽油の数量」中、「納入地」は、地方税法施行規則第16号の10様式別表の「納入を受けた者」欄の名称を記入してください。ただし、自ら経営する給油所の地下タンク等に給油を受けた場合には、その名称を記入してください。
（５）２の「商流の流通経路」には、この届出に係る軽油の商取引上の経路を、事業所ごと流通の順に記載してください。なお、同欄中「元・製・輸・特・販・需」は元売業者、軽油製造者、軽油輸入者、特約業者、石油製品販売業者、需要家の略ですので、それぞれ該当する個所に○をつけてください。
（６）３の「物流の流通経路」には、２の「商流」欄に記載した商流における物流経路を、届け出者が仕入先の業者に確認し下記の例に沿って矢印により記入して下さい。

[image: image1.emf]（例１）商流上の流通経路：１→２→３→４→５→６（納入地）

　　　　物流上の流通経路：３が１のタンクへ倉取りし、６（納入地）へ納入した。

1 2 3 4 5 6

（例２）商流上の流通経路：１→２→３→６（納入地）

1 2 3 4 5 6

　　　　物流上の流通経路：１が３のタンクへ持ち届けし、当該軽油を６（納入地＝

　　　　　　　　　　　　　　　　 自動車の保有者）へ販売した。


２　添付書類

　　　課税済みであることを証する書面を添付して下さい（課税済証明書、売渡証明書等）。
３　問い合わせ先
　　記載方法等に不明な点がありましたら、山梨県総合県税事務所までお問い合わせください。　　　　　　　　　　　　　TEL　055-261-9114･9123
（注）
　　　調査の結果、内容が事実と異なることが判明した場合は、原則として当該課税済軽油に係る軽油引取税を納めていただくことになります。　　　
